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◎消費者安全法（平成 25年 4月 1日施行 平成 21年法律第 50号） 

（定義）  

第二条  （略） 

２  （略） 

３  この法律において「消費者安全の確保」とは、消費者の消費生活における被害を防止し、  

 その安全を確保することをいう。  

４  この法律において「消費安全性」とは、商品等（事業者がその事業として供給する商品若 

 しくは製品又は事業者がその事業のために提供し、利用に供し、若しくは事業者がその事業と  

 して若しくはその事業のために提供する役務に使用する物品、施設若しくは工作物をいう。以 

 下同じ。）又は役務（事業者がその事業として又はその事業のために提供するものに限る。以 

 下同じ。）の特性、それらの通常予見される使用（飲食を含む。）又は利用（以下「使用等」と 

 いう。）の形態その他の商品等又は役務に係る事情を考慮して、それらの消費者による使用等 

 が行われる時においてそれらの通常有すべき安全性をいう。  

５  この法律において「消費者事故等」とは、次に掲げる事故又は事態をいう。  

 一  事業者がその事業として供給する商品若しくは製品、事業者がその事業のために提供し 

  若しくは利用に供する物品、施設若しくは工作物又は事業者がその事業として若しくはその 

  事業のために提供する役務の消費者による使用等に伴い生じた事故であって、消費者の生命 

  又は身体について政令で定める程度の被害が発生したもの（その事故に係る商品等又は役務 

  が消費安全性を欠くことにより生じたものでないことが明らかであるものを除く。）  

 二  消費安全性を欠く商品等又は役務の消費者による使用等が行われた事態であって、前号 

  に掲げる事故が発生するおそれがあるものとして政令で定める要件に該当するもの  

 三  前二号に掲げるもののほか、虚偽の又は誇大な広告その他の消費者の利益を不当に害し、 

  又は消費者の自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがある行為であって政令で定める 

  ものが事業者により行われた事態  

６  この法律において「生命身体事故等」とは、前項第一号に掲げる事故及び同項第二号に掲 

 げる事態をいう。  

７  この法律において「重大事故等」とは、次に掲げる事故又は事態をいう。  

 一  第五項第一号に掲げる事故のうち、その被害が重大であるものとして政令で定める要件  

  に該当するもの  

 二  第五項第二号に掲げる事態のうち、前号に掲げる事故を発生させるおそれがあるものと 

  して政令で定める要件に該当するもの  

８  この法律において「多数消費者財産被害事態」とは、第五項第三号に掲げる事態のうち、 

 同号に定める行為に係る取引であって次の各号のいずれかに該当するものが事業者により行 

 われることにより、多数の消費者の財産に被害を生じ、又は生じさせるおそれのあるものをい 

 う。 
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 一  消費者の財産上の利益を侵害することとなる不当な取引であって、事業者が消費者に対 

  して示す商品、役務、権利その他の取引の対象となるものの内容又は取引条件が実際のもの 

  と著しく異なるもの  

 二  前号に掲げる取引のほか、消費者の財産上の利益を侵害することとなる不当な取引であ 

  って、政令で定めるもの  

 

（事業者に対する勧告及び命令）  

第四十条  内閣総理大臣は、商品等又は役務が消費安全性を欠くことにより重大事故等が発生

した場合（当該重大事故等による被害の拡大又は当該重大事故等とその原因を同じくする重大事

故等の発生（以下「重大生命身体被害の発生又は拡大」という。）の防止を図るために実施し得

る他の法律の規定に基づく措置がある場合を除く。）において、重大生命身体被害の発生又は拡

大の防止を図るため必要があると認めるときは、当該商品等（当該商品等が消費安全性を欠く原

因となった部品、製造方法その他の事項を共通にする商品等を含む。以下この項において同じ。）

又は役務を供給し、提供し、又は利用に供する事業者に対し、当該商品等又は役務につき、必要

な点検、修理、改造、安全な使用方法の表示、役務の提供の方法の改善その他の必要な措置をと

るべき旨を勧告することができる。  

２  内閣総理大臣は、前項の規定による勧告を受けた事業者が、正当な理由がなくてその勧告

に係る措置をとらなかった場合において、重大生命身体被害の発生又は拡大の防止を図るため特

に必要があると認めるときは、当該事業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずる

ことができる。  

３ （略）  

４  内閣総理大臣は、多数消費者財産被害事態が発生した場合（当該多数消費者財産被害事態

による被害の拡大又は当該多数消費者財産被害事態と同種若しくは類似の多数消費者財産被害

事態の発生（以下この条において「多数消費者財産被害事態による被害の発生又は拡大」という。）

の防止を図るために実施し得る他の法律の規定に基づく措置がある場合を除く。）において、多

数消費者財産被害事態による被害の発生又は拡大の防止を図るため必要があると認めるときは、

当該多数消費者財産被害事態を発生させた事業者に対し、消費者の財産上の利益を侵害すること

となる不当な取引の取りやめその他の必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。  

５  内閣総理大臣は、前項の規定による勧告を受けた事業者が、正当な理由がなくてその勧告

に係る措置をとらなかった場合において、多数消費者財産被害事態による被害の発生又は拡大の

防止を図るため特に必要があると認めるときは、当該事業者に対し、その勧告に係る措置をとる

べきことを命ずることができる。  

６～８（略）  

 

（報告、立入調査等）  

第四十五条  内閣総理大臣は、この法律の施行に必要な限度において、事業者に対し、必要な
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報告を求め、その職員に、当該事業者の事務所、事業所その他その事業を行う場所に立ち入り、

必要な調査若しくは質問をさせ、又は調査に必要な限度において当該事業者の供給する物品を集

取させることができる。ただし、物品を集取させるときは、時価によってその対価を支払わなけ

ればならない。  

２  前項の規定により立入調査、質問又は集取をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。  

３  第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。  

 


